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問税務課資産税係（☎983‒2480）

熱損失防止改修工事等で
住宅の固定資産税を減額

　減額要件のＡ～Ｄ全てを満たす熱
損失防止改修工事等を行った場合、
当該家屋の工事が完了した年の翌年
度の固定資産税額（120㎡相当分ま
で）の３分の１を減額します。
※平成29年４月１日以降の改修によ
り、認定長期優良住宅となった場
合は、固定資産税額（120㎡相当
分まで）の３分の２を減額します。
■減額要件
Ａ平成26年４月１日以前から存在す
る住宅（賃貸住宅を除く）である
こと

Ｂ改修後の床面積が50㎡以上280㎡
以下であること
Ｃ令和８年３月31日までに次の❶の
工事、または❶と合わせて❷～❹
の工事を行った住宅で、改修部分
がいずれも現行の省エネ基準に適
合すること
❶窓の断熱改修工事（必須）
❷床の断熱改修工事
❸天井の断熱改修工事
❹壁の断熱改修工事

Ｄ改修工事に要した費用が補助金等
を除き、次のいずれかにあてはま
ること

▼熱損失防止改修工事の費用が60万
円を超えるもの

▼熱損失防止改修工事の費用が50万
円を超え、太陽光発電装置、高効
率空調機、高効率給湯器もしくは
太陽熱利用システムの設置工事の
費用の合計が60万円を超えるもの
■申請方法
　改修工事完了後３カ月以内に、申
請用紙と次の書類を添えて申請して
ください。
・増改築等工事証明書

・納税義務者の住民票の写し（市内
在住の場合は不要）
・補助金等の明細書の写し※長期優
良住宅の場合は、認定通知書の写
しも必要。
※申請時はマイナンバーのわかるも
のと本人確認書類を持参してくだ
さい（郵送の場合は写しを添付）。
※過去にこの減額を受けたことがあ
る場合、または住宅耐震改修軽減
を受けている場合は適用できませ
ん。また、工事内容によっては、
他の制度を利用できる場合があり
ます。詳しくはお問い合わせくだ
さい。

国保の届け出は14日以内に

問国保医療課国保年金係（☎983‒2962）

制度）。また、その間の医療費は全額自
己負担となります。

■交通事故にあった時も届け出を
　交通事故にあった時は、すぐに国保医
療課に届け出てください。届け出をすれ
ば国民健康保険を使って治療を受けてい
ただけます（一時的に国保が医療費を立
て替え、加害者に請求します）。

　私たちは何らかの健康保険に加入しな
ければなりません。健康保険には、全国
健康保険協会（協会けんぽ）、健康保険
組合（組合健保）、共済組合等があります。
　国民健康保険（国保）は、これらの健
康保険に加入できない人が加入する健康
保険です。家族の加入している健康保険
等の扶養（同居でなくても加入できる場
合あり）に入れない場合や、それまで加
入していた健康保険の任意継続の保険に
加入されない場合は、国保に加入するこ
とになります。
　就職や退職、転入や転出等に伴って国
保の加入や脱退の手続きが必要になった
場合は、必ず14日以内に国保医療課に届
け出てください。届け出に必要なものは
表をご覧ください。

■加入手続きが遅れると
　届け出をした日からではなく、国保の
加入資格が発生した月までさかのぼって
保険料を納めなければなりません（遡及

届け出が必要なとき 届け出に必要なもの
加
入
す
る
場
合

八幡市に転入したとき 転出証明書

子どもが生まれたとき 親子(母子)健康手帳、本人確認
書類

他の健康保険を脱退したと
き 健康保険の脱退証明書

生活保護が廃止されたとき保護廃止決定通知書

脱
退
す
る
場
合

八幡市から転出するとき 資格確認書等(※)

家族が死亡したとき 資格確認書等(※)、死亡を証明
するもの

他の健康保険に加入したと
き

資格確認書等(※)、他の健康保
険の資格確認書等(健康保険に
加入したことを証明するもの)

生活保護を受けるようにな
ったとき

資格確認書等(※)、保護開始決
定通知書

そ
の
他

市内転居、氏名変更、世帯
主変更 資格確認書等(※)

資格確認書等の紛失や汚れ
て使えなくなったとき 本人確認書類

修学のため、家族がほかの
市町村に住むとき 資格確認書等(※)、在学証明書

◆届け出にはマイナンバーの記入が必要となるため、マイナン
バーカードまたは個人番号通知カードと本人確認書類(運転
免許証等)を持参してください。代理人が届け出を行う時は、
前述のものとあわせて、委任状と代理人の本人確認書類も必
要です。
※資格確認書等とは、資格確認書、資格情報のお知らせまたは
有効期限内の国民健康保険証をいいます。

問税務課市民税係（☎983‒1113、2164）

バイク等の譲渡・廃車は
３月末までに手続きを

車　種 問い合わせ先
●原動機付自転車125cc以下
　（特定小型原動機付自転車を含む）
●農耕作業用自動車（トラクター等）
●小型特殊自動車（フォークリフト等）
●ミニカー

【廃車手続きに必要なもの】
ナンバープレート、本人確認書類（代理人が手
続きを行う場合は委任状と代理人の本人確認書
類）、標識交付証明書（なくても可）
問市役所税務課市民税係（☎983-1113、2164）

●二輪の小型自動車（総排気量250cc超）
●二輪の軽自動車
　（総排気量125cc超250cc以下）

問京都運輸支局（☎050-5540-2061）

●三輪または四輪の軽自動車 問軽自動車検査協会（☎050-3816-1844）

　所有している軽自動車やバイク等が盗難の被害にあった
ら、すぐに警察に盗難届を提出し、受理番号を持参のうえ、
３月末までに廃車手続きをしてください。譲渡や解体などを
した場合も同様に手続きが必要です。
　軽自動車税（種別割）は、４月１日現在に軽自動車を所有
する人に課税されるため、４月２日以降に廃車等をしても、
その年度の軽自動車税（種別割）は全額納めることになります。

国民健康保険 ／ 後期高齢者医療制度
■70歳未満の人

所得金額（※） 区　分 限度額
901万円を超える ア 212万円
600万円を超え901万円以下 イ 141万円
210万円を超え600万円以下 ウ 67万円
210万円以下 エ 60万円
市民税非課税世帯 オ 34万円

※所得金額＝総所得金額等から基礎控除を引いたもの
■70歳以上の人

所得区分 限度額
現
役
並
み

所
得
者

現役並みⅢ(住民税課税所得690万円以上) 212万円
現役並みⅡ(住民税課税所得380万円以上) 141万円
現役並みⅠ(住民税課税所得145万円以上) 67万円

一　　般 56万円
低所得Ⅱ(※１) 31万円
低所得Ⅰ(※２) 19万円(※３)

※１市民税非課税世帯で、低所得Ⅰ以外の人。
※２市民税非課税世帯で、その世帯の各所得が必要経費・控除(年金の所得

は控除額を80万円として計算、給与所得者は給与所得からさらに10万
円を控除)を差し引いたときに０円となる人。

※３低所得Ⅰで介護サービス利用者が複数いる世帯は、限度額が異なります。

高額医療・高額介護合算制度

問国保医療課（☎983‒2962 〈国保〉､ ☎983‒2976 〈後期〉）

　国民健康保険（国保）または後期
高齢者医療制度の被保険者が、対象
期間（令和５年８月１日～令和６年
７月31日）に支払った健康保険と介
護保険の自己負担額を合算して、表
の限度額を500円以上超えた場合、
その超えた金額を支給します。
　対象期間中に八幡市の国保に継続
して加入していた人と後期高齢者医
療制度に加入していた人には、３月
下旬から順次、支給のお知らせを送
付する予定ですので、申請してくだ

さい。
　他市町村から転入した人や、他の
健康保険等に加入していた人は、そ
の自己負担額も合算できます。詳し
くは令和６年７月31日時点で加入し
ていた健康保険の窓口へお問い合わ
せください。
※医療と介護の両方の自己負担が
ある世帯が対象です。入院時の
食事代や保険がきかない差額ベ
ッド料、各種文書料等は対象外で
す。

（例）令和６年 10月に会社を辞めて、
　　令和７年３月に
　　国保の加入届け出をした場合

さかのぼって
保険料を納付

令和６年10月
（国保加入資格発生）

令和７年３月
（届け出をしたとき）

▼ ▼

国保資格が無いので
医療費全額自己負担


